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｢働き方改革｣と言われても、そもそも

労働関係の法律は複雑で

何から手を付けたらいいか分からない

相談無料！

hokkaidou-hatarakikata@lec.co.jp
https://hatarakikatakaikaku.mhlw.go.jp/consultation/hokkaidou/

札幌駅

札幌グランドホテル

りそな銀行

札幌時計台

36

北海道働き方改革推進支援センター
〒060-0001 北海道札幌市中央区北1条西3丁目3-33リープロビル3階

◯地下鉄大通駅7番出口徒歩3分・札幌駅前地下歩行空間9番出口徒歩1分

0800-919-1073
［受付時間］9:00～17:00（土･日･祝日を除く）

011-206-8365

厚生労働省北海道労働局委託事業

フリーコール

厚生労働省 北海道労働局
本事業は、 厚生労働省 北海道労働局から

株式会社東京リーガルマインドが受託し実施する事業です。

中小企業・小規模事業者へお知らせ

働き方改革働き方改革 します！します！支援

HERE詳しくはこちら

就業規則を見直したいが

どこから手を付けたら

いいか分からない

パートタイマーと正社員の

賃金や手当をどう見直せば

同一労働同一賃金に

なるのだろうか難しくて分からない

時間をかけて育てた従業員が

退職してしまう…

どうしたら定着率を

上げることができるだろう

残業を減らしたいが

やり方が分からない

いろんな助成金があるが

使い方が分からない

企業への専門家派遣
（訪問相談サービス）

社労士等の専門家が会社ま

でお伺いして、無料で相談を

お受けします。

来所相談・電話相談

社労士等の専門家が

センターの相談ブース

や電話での相談に応じ

ます。

セミナー講師の

派遣も可能です。

無料セミナー

ご相談方法
お気軽に社会保険

労務士などの専門家に

ご相談ください！

36協定の作り方が

分からない

こんなこと相談できます！こんなこと相談できます！
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北海道働き方改推進支援センター

会 社 名

業    種

T E L・F AX

従 業 員 数

担 当 者名
（ 部署・役職含む）

□ 企業訪問

□ センター来所

【相談内容】

相 談

希 望 日

第1希望

〒

第2希望

第3希望

月

月

月

日

日

日

時～

時～

時～

【専門家の支援】

【支援後の効果】

FAX.011-206-8365
企業相談 FAX申込書

ご相 談内 容

相談事例

飲食業

【相談内容】

【専門家の支援】

【支援後の効果】

運送業

住    所
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令和 6年度厚生労働省委託�
「多様な正社員」制度導入支援等事業

～「多様な正社員」制度導入支援（無料）のご案内～

「多様な正社員」制度の
導入・改定を検討してみませんか？

～「多様な正社員」制度導入支援（無料）のご案内～

「多様な正社員」制度の
導入・改定を検討してみませんか？

支援内容の詳細は、裏面をご確認ください

「多様な正社員」の活用ケース

転勤や長時間労働等

が困難な各自の事情

に合わせて、雇用期

間を定めずに能力を

活かせる働き方を用

意したい

職務を高度な専門分

野に限定して、特定

の業務を専門とする

プロフェッショナル

人材を雇用したい

転勤やフルタイム勤務が

困難な各自の事情に合わ

せて、既存のあるいは新

設した多様な正社員区分

を、無期転換後の受入れ

先としたい

対象企業 費用

無料「多様な正社員」制度の導入を検討して
いる企業・見直しを検討している企業

申込み方法

「多様な正社員」とは、職務内容、勤務地、

労働時間などが限定された正社員をいいます。

多様な働き方の導入によって、企業に多様な

人材が集まり、組織の多様性を成長につな

げることが期待できます。

「多様な正社員」とは

職種・職務限定正社員
職種・職務内容や仕事の範囲が他の業務と区別され、一定の職種・職務内で
勤務できる正社員

短時間正社員
フルタイム正社員より一週間の所定労働時間が短い又は所定労働日数が少ない
正社員

勤務地限定正社員
転居を伴う転勤がない又は一定地域内でのみ異動のある正社員

□  多様な正社員の専門知識を持った導入支援員（社労士等）が伺います

□  １社あたり最大６回訪問の充実支援

□  訪問日時は企業のご都合に合わせます　※WEB会議形式でのご支援も可能です

特設サイトより
お申込みください
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「多様な正社員」制度導入支援等事業　特設サイトよりお申込みください。

支援について、ご不明な点等がございましたら、事務局までお問い合わせください。

申込み方法

「多様な正社員」制度導入支援等事業事務局（PwC コンサルティング合同会社）
Mail：jp_cons_tayounaseishain-mbx@pwc.com

Tel：03-6257-0785

[ お問合せ先 ]

※各社の課題や支援の進捗に応じた進行を予定しております。

支援内容

実施事項 訪問回数の目安

最大

6回
程度

1.
2.
3.

（希望者のみ）

就業規則において改定が必要な箇所の確認

関係者向けの周知事項の確認

周知方法の検討

多様な正社員制度の
導入・移行3

S T E P

1～ 2 回

応募理由の確認

人事管理上の課題整理

多様な正社員の活用ケースの想定

既存の社員の活用状況の整理

多様な正社員の活躍イメージの検討

対応方針の検討

次回の「職務の棚卸」に向けた解説

1.
2.
3.
4.
5.
6.
7.

現状把握
多様な正社員の
活躍イメージ検討

1
S T E P

1～ 2 回

1.
2.
3.
4.

多様な正社員の業務内容・待遇等の全体像整理

等級の検討

待遇の検討

転換ルールの検討

多様な正社員の
制度検討2

S T E P

1～ 2 回

支援期間

※各社の支援開始時期は、申込み後のご相談にて決定します。

2024 年 8 月～ 2025 年 2 月

https://tayounaseishainseido.mhlw.go.jp/
「多様な正社員」制度導入支援等事業 特設サイト
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https://kagayakutelework.jp/seminar/2024/0808.html

13 00 16 00

2024- 8 8
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12 30

13 00  13 05

13 05  13 35

14 05  14 15

14 15  15 15

15 15  15 45

15 45  15 55

13 35  14 05

TEL : 03-5577-4572

E-mail:qa@telework-seminar.com
https://kagayakutelework.jp

16 00  17 00
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① 第１種（男性労働者の育児休業取得）

2024（令和６）年度 両立支援等助成金のご案内
・都道府県労働局

●育児・介護休業法に定める雇用環境整備の措置を複数実施
※１人目：２つ以上、2人目：３つ以上、３人目：４つ以上（産後パパ育休の申出期限設定状況で１つ追加の場合あり）

●育児休業取得者の業務を代替する労働者の、業務見直しに係る規定等を策定し、当該規定に基
づき業務体制の整備を実施

●男性労働者が子の出生後８週間以内に開始する一定日数以上の育児休業を取得
※１人目：５日（所定労働日４日）以上、2人目： 10日（所定労働日８日）以上、３人目： 14日（所定労働日11日）以上

事業主の皆さまへ

男性労働者が育児休業を取得しやすい雇用環境整備や業務体制整備を行い、育児休業を取得した
男性労働者が生じた事業主に支給します。

※第２種は１事業主につき１回限りの支給。
※第１種の対象となった同一の育児休業取得者の同一の育児休業について、育児休業等支援コース（育休取得時等）との併給はできません。

仕事と育児・介護等が両立できる“職場環境づくり”のために、以下の取組を支援します!!

仕事と

育児・介護

等の

両立支援

おもな
要件

●第１種の助成金を受給済である

●育児・介護休業法に定める雇用環境整備の措置を複数実施

●育児休業取得者の業務を代替する労働者の、業務見直しに係る規定等を策定し、当該規定に
基づき業務体制の整備を実施

●第１種（１人目）の申請をしてから３事業年度以内に、男性労働者の育児休業取得率（％）
の数値が30ポイント以上上昇

または

第１種（１人目）の申請年度に子が出生した男性労働者が５人未満かつ育児休業取得率が
70％以上の場合に、その後の３事業年度の中で２年連続70％以上となる

●第１種（１人目）の申請対象労働者以外で、男性の育児休業取得者が２人以上生じている

② 第２種（男性の育児休業取得率の上昇等）

１ 出生時両立支援コース
（子育てパパ支援助成金）

２ 介護離職防止支援コース

３ 育児休業等支援コース

１ 出生時両立支援コース（子育てパパ支援助成金） 中小企業事業主のみ対象

支給額
1人目：20万円 ※雇用環境整備措置を４つ以上実施の場合 30万円

2人目・3人目：10万円
第１種①

１事業年度以内に30ポイント以上上昇した場合：60万円
２事業年度以内に30ポイント以上上昇した（または連続70％以上）場合：40万円
３事業年度以内に30ポイント以上上昇した（または連続70％以上）場合：20万円

※プラチナくるみん認定事業主は15万円加算

第２種②

男性の育児休業取得を促進！

仕事と介護の両立支援！

円滑な育児休業取得支援！

育児中の業務体制整備支援！

仕事と育児の両立支援！

仕事と不妊治療の両立支援！

４ 育休中等業務代替支援コース

５ 柔軟な働き方選択制度等支援コース

６ 不妊治療両立支援コース
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